
法科大学院について

１．背景・経緯
平成１３年６月の司法制度改革審議会意見書の提言を踏まえ、法学

教育・司法試験・司法修習を有機的に連携させた「プロセス」として
の法曹養成制度の中核的教育機関として、法科大学院制度を創設。

２．制度の概要
（１）修業年限：３年（法学の基礎を学んだ法学既修者は２年）
（２）修了要件：９３単位以上（法学既修者は３０単位まで履修したも

のとみなすことが可能）
（３）教員組織：必要専任教員中の２割以上は実務家教員
（４）教育内容：授業人数は少人数、授業方法は双方向・多方向授業が

基本。理論と実務の架橋を強く意識した教育を実施。
（５）認証評価：全法科大学院に対し、５年ごとの受審を義務づけ。

３．開設状況（平成２３年度現在）
・開設 ：７４校（内訳：国立２３校 、公立２校 、私立４９校）

４．新司法試験合格状況

受験者数 合格者数 合格率
平成１８年 ２，０９１人 １，００９人 ４８．３％
平成１９年 ４，６０７人 １，８５１人 ４０．２％
平成２０年 ６，２６１人 ２，０６５人 ３３．０％
平成２１年 ７，３９２人 ２，０４３人 ２７．６％
平成２２年 ８，１６３人 ２，０７４人 ２５．４％
※ 司法制度改革推進計画（平成１４年３月１９日閣議決定）において、「平成２２年ころに

は司法試験の合格者数を年間３，０００人程度とすることを目指す」とされている。

５．法科大学院適性試験受験者の状況
大学入試センター 日弁連法務研究財団

平成１５年度 ３５，５２１人 １８，３５５人
平成１６年度 ２１，３４４人 １２，２４９人
平成１７年度 １７，７９８人 ９，６１７人
平成１８年度 １６，６３０人 １１，２１３人
平成１９年度 １４，２７３人 １０，７９８人
平成２０年度 １１，８４２人 ８，９４０人
平成２１年度 ９，３６０人 ７，７３７人
平成２２年度 ７，８９８人 ７，０６６人

６．最近の入学定員の見直し状況

年度 入学定員 （削減数・削減を行った大学数）
平成１９年度 ５，８２５人 （ － ）
平成２０年度 ５，７９５人 （△３０人・ １校）
平成２１年度 ５，７６５人 （△３０人・ ２校）
平成２２年度 ４，９０９人 （△８５６人・５３校）
平成２３年度 ４，５７１人 （△３３８人・２３校）
※ 平成２３年度までに、全ての法科大学院が定員見直しを実施した。

資料３-１
中央教育審議会大学分科会

法科大学院特別委員会

（第44回）H23.6.2


